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１. 17 年 3 月期の業績（平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 3 月 31 日） 

（1）経営成績 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

       百万円       ％ 

     63,730         3.2 

     61,763         6.3 

       百万円       ％

     14,846       18.3 

      12,547      130.6 

       百万円       ％ 

      8,057       31.5 

       6,127       25.1 

 
 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

 

経常収支率 

 

 

預金残高 

 
 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

円 銭 

255.72 

193.68 

円 銭

－ 

－ 

％

7.0 

5.7 

％ 

76.7 

79.7 

百万円

2,804,592 

2,712,135 

（注）①期中平均株式数  17 年 3月期  31,373,310 株 16 年 3月期  31,494,177 株 

②会計処理の方法の変更   無 

③経常収支率＝経常費用／経常収益×100 

④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（2）配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

       円 銭 

50.00 

50.00 

       円 銭

25.00 

25.00 

        円 銭

25.00 

25.00 

       百万円

1,566 

1,577 

           ％ 

19.6 

25.8 

           ％

1.3 

1.4 

（注）17 年 3 月期  期末配当金の内訳   記念配当 －  円  －  銭、 特別配当 －  円  －  銭 

（3）財政状態 

 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 

単体自己資本比率

（国内基準） 

 

17 年 3 月期 

16 年 3 月期 

          百万円 

3,021,077 

2,932,755 

          百万円

120,175 

111,645 

              ％

4.0 

3.8 

          円  銭 

3,836.41 

3,531.85 

              ％

9.27 

9.32 

（注）①期末発行済株式数 17年 3 月期 31,324,941 株 16年 3 月期 31,611,173 株 

②期末自己株式数  17 年 3 月期     430,515 株 16年 3 月期    144,283 株 

 

２. 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  

 経常収益 経常利益 当期純利益 
中  間 期  末  

 

中間期 

通  期 

       百万円 

30,900 

62,300 

       百万円

 8,900 

17,000 

       百万円

4,700 

9,500 

       円 銭

25.00 

－ 

       円 銭 

－ 

25.00 

       円 銭

－ 

50.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 303 円 27 銭 

※上記の予想は、今後の経営環境をはじめ様々な要因により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。 
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第８2 期末（平成１７年３月３１日現在）貸借対照表 

（単位：百万円） 

科            目 金      額 科            目 金      額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

現 金 預 け 金 １５５，０２１ 預 金 ２，８０４，５９２

 現 金 ４３，２１５ 当 座 預 金 １０８，０７４

 預 け 金 １１１，８０５ 普 通 預 金 １，１９７，４１９

コ ー ル ロ ー ン ５２，５７７ 貯 蓄 預 金 ９２，８５２

買 入 手 形 １７，３００ 通 知 預 金 ６，３４４

買 入 金 銭 債 権 ２３，７７４ 定 期 預 金 １，３３５，７９９

商 品 有 価 証 券 ４３５ 定 期 積 金 １７，６６２

 商 品 国 債 ４２７ そ の 他 の 預 金 ４６，４４０

 商 品 地 方 債 ８ 譲 渡 性 預 金 ４，６１０

金 銭 の 信 託 １，５００ コ ー ル マ ネ ー ８，１６５

有 価 証 券 ６１１，３８７ 借 用 金 ２７，９８３

 国 債 ２４２，７５０ 借 入 金 ２７，９８３

 地 方 債 １０９，４３３ 外 国 為 替 ９０

 社 債 １２５，８５８ 売 渡 外 国 為 替 ９０

 株 式 ４７，６７９ 未 払 外 国 為 替 ０

 そ の 他 の 証 券 ８５，６６５ そ の 他 負 債 １６，６６７

貸 出 金 ２，０８９，６１９ 未 払 法 人 税 等 ４，５００

 割 引 手 形 ４５，９７３ 未 払 費 用 １，６３３

 手 形 貸 付 １８４，１２０ 前 受 収 益 １，７８５

 証 書 貸 付 １，６８５，４５４ 給 付 補 て ん 備 金 ７

 当 座 貸 越 １７４，０７１ 金 融 派 生 商 品 ２５５

外 国 為 替 １，６３９ そ の 他 の 負 債 ８，４８４

 外 国 他 店 預 け １，２１０ 賞 与 引 当 金 １，３１８

 買 入 外 国 為 替 ２３４ 退 職 給 付 引 当 金 ５，４２３

 取 立 外 国 為 替 １９４ 再評価に係る繰延税金負債 ５，１００

そ の 他 資 産 １３，６１３ 支 払 承 諾 ２６，９４９

 前 払 費 用 １４ 負 債 の 部 合 計 ２，９００，９０２

 未 収 収 益 ３，２４１ （  資   本   の   部  ） 

 金 融 派 生 商 品 １４２ 資 本 金 ３６，６９０

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 ６９ 資 本 剰 余 金 ２９，３０１

 そ の 他 の 資 産 １０，１４５ 資 本 準 備 金 ２９，３０１

動 産 不 動 産 ３５，４３４ そ の 他 資 本 剰 余 金 ０

 土 地 建 物 動 産 ３２，８７０  自 己 株 式 処分差益 ０

 建 設 仮 払 金 １０７ 利 益 剰 余 金 ３７，５９２

 保 証 金 権 利 金 ２，４５５ 利 益 準 備 金 １０，０８２

繰 延 税 金 資 産 １１，８０７ 任 意 積 立 金 １８，４３３

支 払 承 諾 見 返 ２６，９４９ 当 期 未 処 分 利 益 ９，０７６

貸 倒 引 当 金 △ １９，９８２   当 期 純 利 益 ８，０５７

 土 地 再 評 価 差 額 金 ７，４９６

 株 式 等 評 価 差 額 金 １０，７９７

 自 己 株 式 △ １，７０４

 資 本 の 部 合 計 １２０，１７５

資 産 の 部 合 計 ３，０２１，０７７ 負債及び資本の部合計 ３，０２１，０７７
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１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人

等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原

価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

は、時価法により行っております。 

５．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

６．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建      物      １５年～５０年 

       動      産       ４年～２０年 

７．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という｡）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下､｢実質破綻先」という｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して

おります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その

金額は１５，０７７百万円であります。 

９．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰

属する額を計上しております。 

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下の 

とおりであります。 

       過去勤務債務        その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額

法により費用処理 

       数理計算上の差異    各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定率法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

   なお、会計基準変更時差異（４，０６６百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。 

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

12．当行のヘッジ会計の方法は、主に、ヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を

目的として、各取引毎のヘッジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。 

また、複数のヘッジ対象に対してデリバティブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。ヘッジ会計の方法

は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワップの特例処理を行っております。また、当行のリスク管

理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されているかを検証

し、ヘッジの有効性を評価しております。 

13．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）

に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である

外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。 

なお、当決算日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 
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14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

15．子会社の株式総額は ３４１百万円であります。 

16．子会社に対する金銭債権総額は ３７２百万円であります。 

17．子会社に対する金銭債務総額は ６，０１６百万円であります。 

18．動産不動産の減価償却累計額は １９，７３４百万円であります。 

19．動産不動産の圧縮記帳額は １，４６９百万円であります。 

20．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、現金自動設備等の事務機器の一部についてはリース契約により使

用しております。 

21．貸出金のうち、破綻先債権額は１，７８５百万円、延滞債権額は４８，８５９百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を

除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

22．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１７５百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２９，４２３百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞

債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります｡ 

24．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は８０，２４２百万円

であります。 

なお、21．から 24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

25．手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行

引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

権利を有しておりますが、その額面金額は、４６，１９５百万円であります。 

26．担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済等の取引の担保等として、有価証券１０４，７１１百万円を差し入れております。 

27．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」として計上しております。なお、上記相殺前

の繰延ヘッジ損失の総額は１７４百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１０４百万円であります。 

28．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

      再評価を行った年月日                           平成１０年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法           土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月

３ １ 日 公 布 政 令 第 １ １ ９ 号 ） 第 ２ 条

第４号に定める地価税法に基づいて ､ （奥

行価格補正、側方路線影響加算、不整形

地補正による補正等）合理的な調整を行って算出 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額が当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は１０，３１８百万円であります。 

29．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 ２７，５００百

万円が含まれております。 

30．１株当たりの純資産額は３，８３６円４１銭であります。 

31．商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は１０，７８１百万円でありま

す。 
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32．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、

「株式」、「その他の証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれて

おります。以下 36．まで同様であります。 

         売買目的有価証券                                     （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 ４３５  

当期の損益に含まれた評価差額 ０  

          満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

貸借対照表    

計  上  額 時 価 差 額 
うち益 うち損 

地 方 債 ５，３１２ ５，３９８ ８６ ８６ －

          子会社・子法人等株式で時価のあるもの 

              該当ありません。 

          その他有価証券で時価のあるもの                                     （単位：百万円） 

   

 

 

取得原価 

貸借対照表 

計  上  額 
評価差額 

うち益 うち損 

株   式 ３３，５４６ ４５，１７５ １１，６２９ １２，５１９ ８９０

債   券 ４５５，１４９ ４６１，０５１ ５，９０１ ６，７１７ ８１６

 国  債 ２４０，４３０ ２４２，７５０ ２，３２０ ２，７４５ ４２５

 地方債 １０２，３９２ １０４，１２１ １，７２９ ２，０５０ ３２１

 社  債 １１２，３２６ １１４，１７９ １，８５２ １，９２２ ６９

そ の 他 ９８，２５８ ９８，８７２ ６１３ １，３８５ ７７２

合   計 ５８６，９５４ ６０５，０９８ １８，１４４ ２０，６２２ ２，４７８

             当期において、その他有価証券で時価のある株式について１，０９５百万円の減損処理を 

行っております。 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 ７，３４６百万円を差し引いた額 １０，７９７百万 

円が、「株式等評価差額金」に含まれております。 

また、当行の減損基準は次のとおりであります。 

              ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

              イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

                ① 時価が過去 1年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

                ② 発行会社が債務超過 

                ③ 発行会社が 2期連続の赤字決算 

    33．当期中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりであります。 

           該当ありません。 

    34．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

                                                         （単位：百万円） 

売 却 額 売 却 益 売 却 損 

２１７，９３０ ３，４０１ １，７８４ 

    35．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

                                                         （単位：百万円） 

内  容 貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 １１，６７８ 

 事業債（私募債） １１，６７８ 

子会社・子法人等株式 ３５２ 

 子会社・子法人等株式 ３５２ 

その他有価証券 ３，８３２ 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２，１５１ 

 投資事業組合等 １，６８０ 
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    36．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりでありま

す。 

                                                                           （単位：百万円） 

 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０  年  超 

債   券 ３７，４４１ ２３９，２３９ １３０，６６１ ７０，６９９

 国  債 １０，９３４ １１３，９８３ ４７，１３３ ７０，６９９

 地方債 ６１３ ５２，６６４ ５６，１５６ －

 社  債 ２５，８９４ ７２，５９１ ２７，３７２ －

そ の 他 ７，４３４ ４６，７１０ ２４，１３２ １４，４５２

合   計 ４４，８７６ ２８５，９５０ １５４，７９３ ８５，１５１

    37．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

         運用目的の金銭の信託                                   （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 １，５００  

当期の損益に含まれた評価差額 －  

          満期保有目的の金銭の信託 

              該当ありません。 

          その他の金銭の信託 

              該当ありません。 

    38．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。 

       これらの契約に係る融資未実行残高は、２０４，１９５百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のもの

が１８５，３９２百万円あります。このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２４５，０４５百万円

あります。 

       なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、

債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額

をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担

保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて

契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
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平成１６年４月 １ 日から 
第 82 期  ( 

平成１７年３月３１日まで 
) 損益計算書 

（単位：百万円） 

科               目 金                     額 

   経 常 収 益     ６３，７３０  

 資 金 運 用 収 益   ４９，７０７  

  貸 出 金 利 息   ４２，０２７  

  有 価 証 券 利 息 配 当 金   ７，４８０  

  コ ー ル ロ ー ン 利 息   ３９  

  買 現 先 利 息   ５  

  買 入 手 形 利 息   ０  

  預 け 金 利 息   １  

  そ の 他 の 受 入 利 息   １５２  

 役 務 取 引 等 収 益   ８，７３５  

  受 入 為 替 手 数 料   ３，０８０  

  そ の 他 の 役 務 収 益   ５，６５５  

 そ の 他 業 務 収 益   ２，１０７  

  外 国 為 替 売 買 益   １６６  

  商 品 有 価 証 券 売 買 益   １７  

  国 債 等 債 券 売 却 益   ８４３  

  国 債 等 債 券 償 還 益   １  

  金 融 派 生 商 品 収 益   １，０７７  

  そ の 他 の 業 務 収 益   ０  

 そ の 他 経 常 収 益   ３，１８０  

  株 式 等 売 却 益   ２，５５７  

  金 銭 の 信 託 運 用 益   ３５  

  そ の 他 の 経 常 収 益   ５８８  

   経 常 費 用   ４８，８８４  

 資 金 調 達 費 用   １，８８８  

  預 金 利 息   ８１７  

  譲 渡 性 預 金 利 息   ５  

  コ ー ル マ ネ ー 利 息   ３０４  

  借 用 金 利 息   ５１１  

  金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息   ２４８  

  そ の 他 の 支 払 利 息   ０  

 役 務 取 引 等 費 用   ３，９１５  

  支 払 為 替 手 数 料   ６３８  

  そ の 他 の 役 務 費 用   ３，２７６  

 そ の 他 業 務 費 用   ２，１２７  

  国 債 等 債 券 売 却 損   １，６８７  

  国 債 等 債 券 償 還 損   ４３９  

 営 業 経 費   ３４，６２０  

 そ の 他 経 常 費 用   ６，３３３  

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額   ４，１３１  

  貸 出 金 償 却   ２１０  

  株 式 等 売 却 損   ９６  

  株 式 等 償 却   １，１０４  

  そ の 他 の 経 常 費 用   ７９０  

   経 常 利 益   １４，８４６  
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（単位：百万円） 

科               目 金                     額 

   特 別 利 益     ３７  

 動 産 不 動 産 処 分 益  ２４    

 償 却 債 権 取 立 益  １３    

   特 別 損 失  ９３３  

 動 産 不 動 産 処 分 損  １２０  

 そ の 他 の 特 別 損 失  ８１３  

   税 引 前 当 期 純 利 益  １３，９５０  

   法人税、住民税及び事業税  ４，４００  

   法 人 税 等 調 整 額  １，４９２  

   当 期 純 利 益  ８，０５７  

   前 期 繰 越 利 益  １，６７６  

   土 地 再評価差額金取崩額    １２４  

   中 間 配 当 額    ７８３  

   当 期 未 処 分 利 益    ９，０７６  

注１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 子会社との取引による収益総額は４８百万円であります。 

子会社との取引による費用総額は５０８百万円であります。 

３． １株当たりの当期純利益金額は２５５円７２銭であります。 

４． 「その他の特別損失」は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額であります。 

５． 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成１６年４月

１日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更さ

れることになりました。これに伴い、「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第１２号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基

づき算定された法人事業税について、当期から損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。 
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第 ８2 期 利 益 処 分 案 

（単位：円） 

科               目 金               額 

 当 期 未 処 分 利 益   ９，０７６，１５５，０６４  

 任 意 積 立 金 取 崩 額   １４，４７８，７５６  

  不 動 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額   １４，４７８，７５６  

 計   ９，０９０，６３３，８２０  

 利 益 処 分 額   ７，４１７，９２３，５２５  

  配 当 金 （ １ 株 に つ き ２ ５ 円 ）   ７８３，１２３，５２５  

  役 員 賞 与 金   ３４，８００，０００  

      取 締 役 賞 与 金   ２８，３００，０００  

      監 査 役 賞 与 金   ６，５００，０００  

  任 意 積 立 金   ６，６００，０００，０００  

     別 途 積 立 金   ６，６００，０００，０００  

 次 期 繰 越 利 益   １，６７２，７１０，２９５  

（注） 平成１６年１２月１０日に７８３，３１６千円（１株につき２５円）の中間配当を実施いたしました。 
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比較貸借対照表（主要内訳） 

（単位：百万円） 

科               目 平成１６年度末 平成１５年度末 比  較 

（  資  産  の  部  ）       

現 金 預 け 金 １５５，０２１ １６２，８４９  △ ７，８２８  

コ ー ル ロ ー ン ５２，５７７ １０１，００４  △ ４８，４２７  

買 入 手 形 １７，３００ ２５，５００  △ ８，２００  

買 入 金 銭 債 権 ２３，７７４ ２２，４８０  １，２９４  

商 品 有 価 証 券 ４３５ １，４８７  △ １，０５２  

金 銭 の 信 託 １，５００ １，４５８  ４２  

有 価 証 券 ６１１，３８７ ６０１，５５５  ９，８３２  

貸 出 金 ２，０８９，６１９ １，９４７，６１５  １４２，００４  

外 国 為 替 １，６３９ ３，０３２  △ １，３９３  

そ の 他 資 産 １３，６１３ １０，７３７  ２，８７６  

動 産 不 動 産 ３５，４３４ ３５，１６２  ２７２  

繰 延 税 金 資 産 １１，８０７ １５，５７０  △ ３，７６３  

支 払 承 諾 見 返 ２６，９４９ ２７，４６０  △ ５１１  

貸 倒 引 当 金 △ １９，９８２ △ ２３，１５９  ３，１７７  

資 産 の 部 合 計 ３，０２１，０７７ ２，９３２，７５５  ８８，３２２  

（  負  債  の  部  ）       

預 金 ２，８０４，５９２ ２，７１２，１３５  ９２，４５７  

譲 渡 性 預 金 ４，６１０ １１，５６０  △ ６，９５０  

コ ー ル マ ネ ー ８，１６５ １７，９３１  △ ９，７６６  

借 用 金 ２７，９８３ ２７，５００  ４８３  

外 国 為 替 ９０ ３１３  △ ２２３  

そ の 他 負 債 １６，６６７ １２，８４６  ３，８２１  

賞 与 引 当 金 １，３１８ １，２０８  １１０  

退 職 給 付 引 当 金 ５，４２３ ４，９５８  ４６５  

債 権 売 却 損 失 引 当 金 － １０  △ １０  

再評価に係る繰延税金負債 ５，１００ ５，１８５  △ ８５  

支 払 承 諾 ２６，９４９ ２７，４６０  △ ５１１  

負 債 の 部 合 計 ２，９００，９０２ ２，８２１，１０９  ７９，７９３  

（  資  本  の  部  ）       

資 本 金 ３６，６９０ ３６，６９０  －  

資 本 剰 余 金 ２９，３０１ ２９，３０１  ０  

 資 本 準 備 金 ２９，３０１ ２９，３０１  －  

 そ の 他 資 本 剰 余 金 ０ －  ０  

利 益 剰 余 金 ３７，５９２ ３１，０１１  ６，５８１  

 利 益 準 備 金 １０，０８２ １０，０８２  －  

 任 意 積 立 金 １８，４３３ １３，９６７  ４，４６６  

 当 期 未 処 分 利 益 ９，０７６ ６，９６１  ２，１１５  

    当 期 純 利 益 ８，０５７ ６，１２７  １，９３０  

土 地 再 評 価 差 額 金 ７，４９６ ７，６２１  △ １２５  

株 式 等 評 価 差 額 金 １０，７９７ ７，５８４  ３，２１３  

自 己 株 式 △ １，７０４ △ ５６４  △ １，１４０  

資 本 の 部 合 計 １２０，１７５ １１１，６４５  ８，５３０  

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ３，０２１，０７７ ２，９３２，７５５  ８８，３２２  
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比較損益計算書（主要内訳） 

（単位：百万円） 

科               目 平 成 １６ 年 度 平 成 １５ 年 度 比  較 

経 常 収 益 ６３，７３０ ６１，７６３  １，９６７  

  資 金 運 用 収 益 ４９，７０７ ４８，２１７  １，４９０  

    （ う ち 貸 出 金 利 息 ） （  ４２，０２７ ） （  ４０，７９５ ） （  １，２３２ ） 

    （うち有価証券利息配当金） （   ７，４８０ ） （   ７，２６７ ） （    ２１３ ） 

  役 務 取 引 等 収 益 ８，７３５ ８，１４６  ５８９  

  そ の 他 業 務 収 益 ２，１０７ ２，２５２  △ １４５  

  そ の 他 経 常 収 益 ３，１８０ ３，１４６  ３４  

経 常 費 用 ４８，８８４ ４９，２１５  △ ３３１  

  資 金 調 達 費 用 １，８８８ ２，０９７  △ ２０９  

    （ う ち 預 金 利 息 ） （     ８１７ ） （   １，０５１ ） （ △ ２３４ ） 

  役 務 取 引 等 費 用 ３，９１５ ３，５１３  ４０２  

  そ の 他 業 務 費 用 ２，１２７ ２，７７８  △ ６５１  

  営 業 経 費 ３４，６２０ ３３，６１７  １，００３  

  そ の 他 経 常 費 用 ６，３３３ ７，２０８  △ ８７５  

経 常 利 益 １４，８４６ １２，５４７  ２，２９９  

特 別 利 益 ３７ １８５  △ １４８  

特 別 損 失 ９３３ １，２１４  △ ２８１  

税 引 前 当 期 純 利 益 １３，９５０ １１，５１８  ２，４３２  

法 人税 、住民税及び事業税 ４，４００ ３０４  ４，０９６  

法 人 税 等 調 整 額 １，４９２ ５，０８５  △ ３，５９３  

当 期 純 利 益 ８，０５７ ６，１２７  １，９３０  

前 期 繰 越 利 益 １，６７６ １，６３２  ４４  

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 １２４ １１０  １４  

自 己 株 式 処 分 差 損 － １２２  △ １２２  

中 間 配 当 額 ７８３ ７８６  △ ３  

当 期 未 処 分 利 益 ９，０７６ ６，９６１  ２，１１５  
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比較利益処分計算書案 

（単位：百万円） 

科            目 平成１６年度 平成１５年度 比  較 

当 期 未 処 分 利 益 ９，０７６ ６，９６１  ２，１１５  

任 意 積 立 金 取 崩 額 １４ ３３  △ １９  

  不動産圧縮積立金取崩額 １４ ３３  △ １９  

計 ９，０９０ ６，９９４  ２，０９６  

利 益 処 分 額 ７，４１７ ５，３１７  ２，１００  

 配当金（ １株につき２ ５円） ７８３ ７９０  △ ７  

 役 員 賞 与 金 ３４ ２７  ７  

   取 締 役 賞 与 金 ２８ ２２  ６  

   監 査 役 賞 与 金 ６ ５  １  

 任 意 積 立 金 ６，６００ ４，５００  ２，１００  

     別 途 積 立 金 ６，６００ ４，５００  ２，１００  

次 期 繰 越 利 益 １，６７２ １，６７６  △ ４  
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（添付資料） 

役  員  の  異  動 

 

 

１．新任取締役候補（平成１７年６月２９日付） 

     常務取締役     栗原
く り は ら

  恒司
つ ね し

      （現 常務執行役員） 

 

 

２．昇任執行役員候補（平成１７年７月１日付） 

 
常務執行役員 （現 執行役員 

川口地区統括長兼川口支店長   沢田
さ わ だ

  誠一
せいいち

   川口地区統括長兼川口支店長） 

 

 

３．新任執行役員候補（平成１７年７月１日付） 

執行役員         島
しま

雄
お

  廣
ひろし

       （現 市場金融部長） 

執行役員         石川
いしかわ

  誠
まこと

       （現 総合企画部長兼経営政策室長） 

執行役員         小森谷
こ も り や

  禎二
て い じ

   （現 宮原支店長） 

 

 

４．退任予定執行役員（平成１７年６月２９日付） 

     栗原
くり は ら

  恒司
つ ね し

      （現 常務執行役員 → 常務取締役就任予定） 

     千葉
ち ば

  清
きよし

       （現 執行役員 → 日東商事（株）専務取締役就任予定） 

     菊地
き く ち

  公
いさお

       （現 執行役員 → ぶぎんシステムサービス（株）社長就任予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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